
4 組合が払い込んだ出資額に応じて剰余金の割戻しを行うときは、年一割を超えてはな   

らない。   

（剰余金の払込充当）  

第五十三条 組合は、組合員が期日の到来した出資の払込みを終えるまで、その組合員に   

割り戻すべき剰余金をその払込みに充てることができる。   

（業務及び財産の状況に関する説明書類の縦覧等）  

第五十三条の二 共済事業を行う組合は、毎事業年度、業務及び財産の状況に関する事項   

として厚生労働省令で定めるものを記載した説明書類を作成し、当該組合の事務所（主   

として共済事業以外の事業の用に供される事務所その他の厚生労働省令で定める事務所   

を除く。以下この粂において同じ。）に備え置き、公衆の縦覧に供しなければならない。  

2 前項の組合が子会社その他当該組合と厚生労働省令で定める特殊の関係にある者（以   

下「子会社等」という。）を有する場合には、当該組合は、毎事業年度、同項の説明書   

類のほか、当該組合及び当該子会社等の業務及び財産の状況に関する事項として厚生労   

働省令で定めるものを当該組合及び当該子会社等につき連結して記載した説明書類を作   

成し、当該組合の事務所に備え置き、公衆の縦覧に供しなければならない。  

3 前二項に規定する説明書類は、電磁的記録をもって作成することができる。  

4 第一項又は第二項に規定する説明書類が電磁的記録をもって作成されているときは、   

組合の事務所において、当該電磁的記録に記録された情報を電磁的方法により不特定多   

数の者が提供を受けることができる状態に置く措置として厚生労働省令で定めるものを   

とることができる。この場合においては、これらの規定に規定する説明書類を、これら   

の規定により備え置き、公衆の縦覧に供したものとみなす。  

5 前各項に定めるもののほか、第一項又は第二項の説明書類を公衆の縦覧に供する期間   

その他これらの規定の適用に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。  

6 第一項の組合は、同項又は第二項に規定する事項のほか、共済事業の利用者が当該組   

合及び当該子会社等の業務及び財産の状況を知るために参考となるべき事項の開示に努   

めなければならない。   

（財務基準）  

第五十三条の三 第五十条の三から前条までに定めるもののほか、組合がその財務を適正   

に処理するために必要な事項は、厚生労働省令で定める。・  

第四章の二 共済契約に係る契約条件の変更   

（契約条件の変吏の申出）  

第五十三条の四 共済事業を行う組合は、その業務又は財産の状況に照らしてその共済事   

業の継続が困難となる蓋然性がある場合には、行政庁に対し、当該組合に係る共済契約   

（変更対象外契約を除く。）について共済金額の削減その他の契約条項の変更（以下こ  
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の章において「契約条件の変更」という。）を行う旨の申出をすることができる。  

2 前項の組合は、同項の申出をする場合には、契約条件の変更を行わなければ共済事業   

の継続が困難となる蓋然性があり、共済契約者等の保護のため契約条件の変更がやむを   

得ない旨及びその理由を、書面をもって示さなければならない。  

3 行政庁は、第一項の申出に理由があると認めるときは、その申出を承認するものとす   

る。  

4 第一項に規定する「変更対象外契約」とは、契約条件の変更の基準となる日において   

既に共済事故が発生している共済契約（当該共済事故に係る共済金の支払により消滅す   

ることとなるものに限る。）その他の政令で定める共済契約をいう。   

（業務の停止等）  

第五十三条の五 行政庁は、前条第三項の規定による承認をした場合において、共済契約   

者等の保護のため必要があると認めるときは、当該組合に対し、期間を定めて、共済契   

約の解約に係る業務の停止その他必要な措置を命ずることができる。   

（契約条件の変更の限度）  

第五十三条の六 契約条件の変更は、契約条件の変更の基準となる日までに積み立てるべ   

き責任準備金に対応する共済契約に係る権利に影響を及ぼすものであってはならない。  

2 契約条件の変更によって変更される共済金等の計算の基礎となる予定利率について   

は、共済契約者等の保護の見地から共済事業を行う組合の資産の運用の状況その他の事   

情を勘案して政令で定める率を下回ってはならない。   

（契約条件の変更の議決）  

第五十三条の七 共済事業を行う組合は、契約条件の変更を行おうとするときは、第五十   

三条の四第三項の規定による承認を得た後、契約条件の変更につき、総会の議決を経な   

ければならない。  

2 前項の議決には、第四十二条の規定を準用する。  

3 第一項の議決を行う場合には、同項の組合は、第三十八条第一項又は第二項の通知に   

おいて、会議の目的たる事項のほか、契約条件の変更がやむを得ない理由、契約条件の   

変更の内容、契約条件の変更後の業務及び財産の状況の予測、共済契約者等以外の債権   

者に対する債務の取扱いに関する事項、経営責任に関する事項その他の厚生労働省令で   

定める事項を示さなければならない。  

4 第一項の議決を行う場合において、契約条件の変更に係る共済契約に関する契約者割   

戻しその他の金銭の支払に関する方針があるときは、前項の通知において、その内容を   

示さなければならない。  

5 前項の方針については、その内容を定款に記載し、又は記録しなければならない。   

（契約条件の変更における総会の特別議決等に関する特例）  

第五十三条の八 前条第一項の議決又はこれとともに行う第四十二条第一号、第二号若し   

くは第四号に掲げる事項に係る議決は、同条（前条第二項において準用する場合を含む。）  
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の規定にかかわらず、出席した組合員の議決権の三分の二以上に当たる多数をもって、   

仮にすることができる。  

2 前項の規定により仮にした議決（以下この条において「仮議決」という。）があった   

場合においては、組合員に対し、当該仮議決の趣旨を通知し、当該仮議決の日から一月   

以内に再度の総会を招集しなければならない。  

3 前項の総会において第一項に規定する多数をもって仮議決を承認した場合には、当該   

承認のあった時に、当該仮議決をした事項に係る議決があったものとみなす。   

（契約条件の変更に係る書面の備置き等）  

第五十三条の九 共済事業を行う組合は、第五十三条の七第一項の議決を行うべき日の二   

週間前から第五十三条の十四第一項の規定による公告の日まで、契約条件の変更がやむ   

を得ない理由、契約条件の変更の内容、契約条件の変更後の業務及び財産の状況の予測、   

共済契約者等以外の債権者に対する債務の取扱いに関する事項、経営責任に関する事項   

その他の厚生労働省令で定める事項並びに第五十三条の七第四項の方針がある場合にあ   

ってはその方針を記載し、又は記録した書面又は電磁的記録をその各事務所に備え置か   

なければならない。  

2 組合員及び共済契約者は、組合に対して、その実務取扱時間内は、いつでも、次に掲   

げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第四号に掲げる請求をするには、当   

該組合の定めた費用を支払わなければならない。   

－・前項の書面の閲覧の請求   

二 前項の書面の謄本又は抄本の交付の請求   

三 前項の電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令で定める方法により表示したも  

のの閲覧の請求   

四 前項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって組合の定めたものにより  

提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求   

（共済調査人）  

第五十三条の十 行政庁は、第五十三条の四第三項の規定による承認をした場合において、   

必要があると認めるときは、共済調査人を選任し、共済調査人をして、契約条件の変更   

の内容その他の事項を調査させることができる。  

2 前項の場合においては、行政庁は、共済調査人が調査すべき事項及び行政庁に対して   

調査の結果の報告をすべき期限を定めなければならない。  

3 行政庁は、共済調査人が調査を適切に行っていないと認めるときは、共済調査人を解   

任することができる。  

4 共済調査人については、民事再生法第六十条及び第六十一条第一項の規定を準用する。   

この場合において、同項中「裁判所」とあるのは、「行政庁」と読み替えるものとする。  

〔準用条文］民事再生法（読み替え後）   

（監督委員の注意義務）  

第六十条 監督委員は、善良な管理者の注意をもって、その職務を行わなければならない。  
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2 監督委員が前項の注意を怠ったときは、その監督委員は、利害関係人に対し、連帯し   

て損害を賠償する責めに任ずる。   

（監督委員の報酬等）  

第六十一条 監督委員は、費用の前払及び行政庁が定める報酬を受けることができる。  

5 前項において準用する民事再生法第六十一条第一項に規定する費用及び報酬は、第五   

十三条の四第三項の規定による承認に係る組合（次条第一項及び第九十八条の七におい   

て「被調査組合」という。）の負担とする。   

（共済調査人の調査等）  

第五十三条の十一 共済調査人は、被調査組合の役員及び任用人並びにこれらの者であつ   

た者に対し、被調査組合の業務及び財産の状況（これらの看であった者については、そ   

の者が当該被調査組合の業務に従事していた期間内に知ることの 

． 

とができる。  

2 共済調査人は、その職務を行うため必要があるときは、官庁、公共団体その他の者に   

照会し、又は協力を求めることができる。   

（共済調査人の秘密保持義務）  

第五十三条の十二 共済調査人は、その職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならな   

い。共済調査人がその職を退いた後も、同様とする。  

2 共済調査人が法人であるときは、共済調査人の職務に従事するその役員及び職員は、   

その職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その役員又は職員が共済調査   

人の職務に従事しなくなった後においても、同様とする。   

（契約条件の変更に係る承認）  

第五十三条の十三 

五十三条の八第三項の規定により第五十三条の七第一項の議決があったものとみなされ   

る場合を含む。）には、遅滞なく、当該議決に係る契約条件の変更について、行政庁の   

承認を求めなければならない。  

2 行政庁は、当該組合において共済事業の継続のために必要な措置が講じられた場合で   

あって、かつ、第五十三条の七第一項の議決に係る契約条件の変更が当該組合の共済事   

業の継続のために必要なものであり、共済契約者等の保護の見地から適当であると認め   

られる場合でなければ、前項の承壱忍をしてはならない。   

（契約条件の変更の通知及び異議申立て等）  

第五十三条の十四 共済事業を行う組合は、前条第叫項の承認があった場合には、当該承   

認があった日から二週間以内に、第五十三条の七第一項の議決に係る契約条件の変更の   

主要な内容を公告するとともに、契約条件の変更に係る共済契約者（以下この粂におい  
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て「変更対象契約者」という。）に対し、同項の議決に係る契約条件の変更の内容を、   

書面をもって、通知しなければならない。  

2 前項の場合においては、契約条件の変更がやむを得ない理由を示す書類、契約条件の   

変更後の業務及び財産の状況の予測を示す書類、共済契約者等以外の債権者に対する債   

務の取扱いに関する事項を示す書類、経営責任に関する事項を示す書類その他の厚生労   

働省令で定める書類並びに第五十三条の七第四項の方針がある場合にあってはその方針   

の内容を示す書類を添付し、変更対象契約者で異議がある者は、一定の期間内に異議を   

述べるべき旨を、前項の書面に付記しなければならない。  

3 前項の期間は、一月を下ってはならない。  

4 第二項の期間内に異議を述べた変更対象契約者の数が変更対象契約者の総数の十分の   

－を超え、かつ、当該異議を述べた変更対象契約者の共済契約に係る債権の額に相当す   

る金額として厚生労働省令で定める金額が変更対象契約者の当該金額の総額の十分の－   

を超えるときは、契約条件の変更をしてはならない。  

5 第二項の期間内に異議を述べた変更対象契約者の数又はその者の前項の厚生労働省令   

で定める金額が、同項に定める割合を超えないときは、当該変更対象契約者全員が当該   

契約条件の変更を承認したものとみなす。   

（契約条件の変更の公告等）  

第五十三条の十五 共済事業を行う組合は、契約条件の変更後、遅滞なく、契約条件の変   

更をしたことその他の厚生労働省令で定める事項を公告しなければならない。契約条件   

の変更をしないこととなったときも、同様とする。  

2 前項の組合は、契約条件の変更後三月以内に、当該契約条件の変更に係る共済契約者   

に対し、当該契約条件の変更後の共済契約者の権利及び義務の内容を通知しなければな   

らない。  

第四章の三 子会社等   

（共済事業兼業組合の子会社の範囲等）  

第五十三条の十六 共済事業を行う消費生活協同組合（第十条第三項の規定により同項の   

他の事業を行うことができない ものとされた消費生活協同組合を除く。以下この条及び   

次条において「共済事業兼業組合」という。）は、次に掲げる業務を専ら営む国内の会   
社（第一号に掲げる業務を営む会社にあっては、主として当該共済事業兼業組合の行う   

事業のためにその業務を営んでいるものに限る。次項において「子会社対象会社」とい   

う。）を除き、共済事業に相当する事業を行い、又は共済事業若しくは共済事業に相当   

する事業に従属し、付随し、若しくは関連する業務を営む会社を子会社としてはならな   

い。   

一 共済事業兼業組合の行う共済事業に従属する業務として厚生労働省令で定めるもの  

（第三項及び次条第一項において「共済兼業従属業務」という。）   

二 共済事業兼業組合の行う共済事業に付随し、又は関連する業務として厚生労働省令  
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で定めるもの（次条第一頓において「共済兼業関連業務」という。）  

2 前項の規定は、子会社対象会社以外の会社が、共済事業兼業組合又はその子会社の担   

保権の実行による株式又は持分の取得その他の厚生労働省令で定める事由により当該共   

済事業兼業組合の子会社となる場合には、適用しない。ただし、当該共済事業兼業組合   

は、その子会社となった会社が当該事由の生じた日から一年を経過する日までに子会社   

でなくなるよう、所要の措置を講じなければならない。  

3 第一項の場合において、会社が主として共済事業兼業組合の行う事業のために共済兼   

業従属業務を営んでいるかどうかの基準は、厚生労働大臣が定める。  

第五十三条の十七 共済事業兼業組合又はその子会社は、特定会社（共済事業に相当する   

事業を行い、又は共済事業若しくは共済事業に相当する事業に従属し、付随し、若しく   

は関連する業務を営む会社をいう。以下この条において同じ。）である国内の会社（共   

済兼業従属業務又は共済兼業関連業務を専ら営む会社を除く。以下この条において同   

じ。）の議決権については、合算して、その基準議決権数（当該特定会社である国内の   
会社の総株主等の議決権に百分の十を乗じて得た議決権の数をいう。以下この条におい   

て同じ。）を超える議決権を取得し、又は保有してはならない。  

2 前項の規定は、共済事業兼業組合又はその子会社が、担保権の実行による株式又は持   

分の取得その他の厚生労働省令で定める事由により、特定会社である国内の会社の議決   

権をその基準議決権数を超えて取得し、又は保有することとなる場合には、適用しない。   

ただし、当該共済事業兼業組合又はその子会社は、合算してその基準議決権数を超えて   

取得し、又は保有することとなった部分の議決権については、当該共済事業兼業組合が   

あらかじめ行政庁の承認を受けた場合を除き、その取得し、又は保有することとなった   

日から一年を超えてこれを保有してはならない。  

3 前項ただし書の場合において、行政庁がする同項の承壱忍の対象には、共済事業兼業組   

合又はその手会社が特定会社である国内の会社の議決権を合算してその総株主等の議決   

権の百分の五十を超えて取得し、又は保有することとなった議決権のうち当該百分の五   

十を超える部分の議決権は含まれないものとし、．行政庁が当該承認をするときは、・当該   

共済事業兼業組合又はその子会社が合算してその基準議決権数を超えて取得し、又は保   

有することとなった議決権のうちその基準議決権数を超える部分の議決権を速やかに処   

分することを条件としなければならない。  

4 共済事業兼業組合又はその子会社は、次の各号に掲げる場合には、第一項の規定にか   

かわらず、当該各号に定める日に有することとなる特定会社である国内の会社の議決権   

がその基準議決権数を超える場合であっても、当該各号に定める日以後、当該議決権を   

その基準議決権数を超えて保有することができる。ただし、行政庁は、当該共済事業兼   

業組合又はその子会社が、次の各号に掲げる場合に特定会社である国内の会社の議決権   

を合算してその総株主等の議決権の百分の五十を超えて有することとなるときは、当該   

各号に規定する認可をしてはならない。   

－ 当該共済事業兼業組合が第六十九条第一項の認可を受けて合併をしたとき（当該共  

済事業兼業組合が存続する場合に限る。） その合併の効力が生じた日   

二 第六十九条第一項の認可を受けて当該共済事業兼業組合が合併により設立されたと  
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き その設立された日  

5 行政庁は、前項各号に規定する認可をするときは、当該各号に定める日に共済事業兼   

業組合又はその子会社が合算してその基準議決権数を超えて有することとなる特定会社   

である国内の会社の議決権のうちその基準議決権数を超える部分の議決権を、当該各号   

に定める日から五年を経過する日までに当該行政庁が定める基準に従って処分すること   

を条件としなければならない。  

6 共済事業兼業組合又はその子会社が、特定会社である国内の会社の議決権を合算して   

その基準議決権数を超えて有することとなった場合には、その超える部分の議決権は、   

当該共済事業兼業組合が取得し、又は保有するものとみなす。  

7 前各項の場合において、共済事業兼業組合又はその子会社が取得し、文は保有する議   

決権には、金銭又は有価証券の信託に係る信託財産として所有する抹式又は持分に係る   

議決権（委託者又は受益者が行任し、又はその行使について当該組合若しくはその子会   

社に指図を行うことができるもりに限る。）その他厚生労働省令で定める議決権を含ま   

ないものとし、信託財産である株式又は持分に係る議決権で、当該組合又はその子会社   

が委託者若しくは受益者として行使し、又はその行使について指図を行うことができる   

もの（厚生労働省令で定める議決権を除く。）を含むものとする。  

（共済事業専業組合の子会社の範囲等）  

第五十三条の十八 第十条第三項の規定により同項の他の事業を行うことができない もの   

とされた共済事業を行う組合（以下この条及び次条において「共済事業専業組合」とい   

う。）は、次に掲げる会社（次項において「子会社対象会社」という。）以外の会社を   

子会社としてはならない。   

一 次に掲げる業務を専ら営む会社（イに掲げる業務を営む会社にあっては、主として  

当該共済事業専業組合の行う事業のためにその業務を営んでいるものに限る。）  

イ 共済事業専業組合の行う事業に従属する業務として厚生労働省令で定めるもの  

（第三項及び次条第一項において「共済専業従属業務」という。）  

ロ 共済事業専業組合の行う事業に付随し、又は関連する業務として厚生労働省令で  

定めるもの（次条第一項において「共済専業関連業務」という。）   

二 前号に掲げる会社のみを子会社とする持株会社（私的独占の禁止及び公正取引の確   

保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四号）第九条第五項第一号に規定する持株   

会社をいう。）で厚生労働省令で定めるもの（当該持株会社になることを予定してい  

る会社を含む。）  

2 前項の規定は、子会社対象会社以外の会社が、共済事業専業組合又はその子会社の担   

保権の実行による株式又は持分の取得その他の厚生労働省令で定める事由により当該共   

済事業専業組合の子会社となる場合には、適用しない。ただし、当該共済事業専業組合   

は、その子会社となった会社が当該事由の生じた日から一年を経過する日までに子会社   

でなくなるよう、所要の措置を講じなければならない。  

3 第一項第一号の場合において、会社が主として共済事業専業組合の行う事業のために   

共済専業従属業務を営んでいるかどうかの基準は、厚生労働大臣が定める。  
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第五十三条の十九 共済事業専業組合又はその子会社は、国内の会社（共済専業従属業務   

又は共済専業関連業務を専ら営む会社及び前条第一項第二号に掲げる会社を除く。以下   

この項において同じ。）の議決権については、合算して、その基準議決権数（当該国内   

の会社の総株主等の議決権に百分の十を乗じて得た議決権の数をいう。）を超える議決   

権を取得し、又は保有してはならない。  

2 第五十三条の十七第二項から第七項までの規定は、共済事業専業組合について準用す   

る。この場合において、同条第二項中「前項」とあるのは「第五十三条の十九第一項」   

と、「特定会社である国内の会社の議決権をその基準議決権数」とあるのは「国内の会   

社（同項に規定する国内の会社をいう。以下この条において同じ。）の議決権をその基   

準議決権数（同項に規定する基準議決権数をいう。以下この条において同じ。）」と、   

同条第三項中「特定会社である国内の会社」とあるのは「国内の会社」と、同条第四項   

中「第一項の規定」とあるのは「第五十三条の十九第一項の規定」と、「特定会社であ   

る国内の会社」とあるのは「国内の会社」と、同条第五項及び第六項中「特定会社であ   

る国内の会社」とあるのは「国内の会社」と、同条第七項中「前各項」とあるのは「第   

五十三条の十九第一項及び同条第二項において読み替えて準用する第五十三条の十七第   

二項から前項まで」と読み替えるものとする。  

［準用条文】生協法（読み替え後）  

第五十三条の十七  

2 第五十三条の十九第一項の規定は、共済事業兼業組合又はその子会社が、担保権の実   

行による株式又は持分の取得その他の厚生労働省令で定める事由により、国内の会社（同   

項に規定する国内の会社をいう。以下この条において同じ。）の議決権をその基準議決   

権数（同項に規定する基準議決権数をいう。以下この条において同じ。）を超えて取得   

し、又は保有することとなる場合には、適用しない。ただし、当該共…斉事業兼業組合又   

はその子会社は、合算してその基準議決権数を超えて取得し、又は保有することとなつ   

た部分の議決権については、当該共済事業兼業組合があらかじめ行政庁の承認を受けた   

場合を除き、その取得し、又は保有することとなった日から一年を超えてこれを保有し   

てはならない。  

3 前項ただし書の場合において、行政庁がする同項の承認の対象には、共済事業兼業組   

合又はその子会社が国内の会社の議決権を合算してその総株主等の議決権の百分の五十   

を超えて取得し、又は保有することとなった議決権のうち当該百分の五十を超える部分   

の議決権は含まれないものとし、行政庁が当該承認をするときは、当該共済事業兼業組   

合又はその子会社が合算して盲の基準議決権数を超えて取得し、又は保有することとな   

った議決権のうちその基準議決権数を超える部分の議決権を速やかに処分することを条   

件としなければならない。  

4 共済事業兼業組合又はその子会社は、次の各号に掲げる場合には、第五十三条の十九   

第一項の規定にかかわらず、当該各号に定める目に有することとなる国内の会社の議決   

権がその基準議決権数を超える場合であっても、当該各号に定める日以後、当該議決権   

をその基準議決権数を超えて保有することができる。ただし、行政庁は、当該共済事業   

兼業組合又はその子会社が、次の各号に掲げる場合に国内の会社の議決権を合算してそ  
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の総株主等の議決権の百分の五十を超えて有することとなるときは、当該各号に規定す   

る認可をしてはならない。   

一 当該共済事業兼業組合が第六十九条第一項の認可を受けて合併をしたとき（当該共   

済事菓組合が存続する場合に限る。） その合併の効力が生じた日   

二 第六十九条第一項の認可を受けて当該共済事業兼美組合が合併により設立されたと  

き その設立された日  

5 行政庁は、前項各号に規定する認可をするときは、当該各号に定める日に共済事業兼   

業組合又はその手会社が合算してその基準議決権数を超えて有することとなる国内の会   

社の議決権のうちその基準議決権数を超える部分の議決権を、当該各号に定める日から   

五年を経過する日までに当該行政庁が定める基準に従って処分することを条件としなけ   

ればならない。  

6 共済事業兼業組合又はその子会社が、国内の会社の議決権を合算してその基準議決権   

数を超えて有することとなった場合には、その超える部分の議決権は、当該共済事業兼   

業組合が取得し、又は保有するものとみなす。  

7 第五十三条の十九第一項及び同条第二項において読み替えて準用する第五十三条の十   

七第二項から前項までの場合において、共済事業兼業組合又はその子会社が取得し、又   

は保有する議決権には、金銭又は有価証券の信託に係る信託財産として所有する株式又   

は持分に係る議決権（委託者又は受益者が行使し、又はその行使について当該組合若し   

くはその子会社に指図を行うことができるものに限る。）その他厚生労働省令で定める   

議決権を含まないものとし、信託財産である株式又は持分に係る議決権で、当該組合又   

はその子会社が委託者若しくは受益者として行使し、又はその行使について指図を行う   

ことができるもの（厚生労働省令で定める議決権を除く。）及び社債、株式等の振替に   

関する法律（平成十三年法律第七十五号）第百四十七条第一項又は第百四十八条第一項   

の規定により発行者に対抗することができない株式に係る議決権を含むものとする。  

第玉章 設立   

（設立者）  

第五十四条 消費生活協同組合を設立するにはその組合員になろうとする者二十人以上   

が、連合会を設立するには二以上の組合が発起人となり、設立趣意書、定款案、事業計   

画書及び発起人名簿を作成し、賛成者を募らなければならない。   

（共済事業を行う組合の出資の総額）  

第五十四条の二 共済事業を行う消費生活協同組合であってその組合員の総数が政令で定   

める基準を超えるもの又は共済事業を行う連合会の出資の総額は、厚生労働省令で定め   

る区分に応じ、厚生労働省令で定める額以上でなければならない。  

2 前項の厚生労働省令で定める額は、消費生活協同組合の出資の総額にあっては一億円、   

連合会の出資の総額にあっては十億円を、それぞれ下回ってはならない。  
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（創立総会の招集）  

第五十五条 発起人は、経営をしていくのに適当と思われる人数の賛成者ができたとき、   

又は発起人のみを会員とする連合会を設立しようとするときは、定款案を会議の日時及   

び場所とともに公告し、創立総会を開かなければならない。  

2 前項の賛成者の数は、消費生活協同組合にあっては、少なくとも三百人を必要とする。   

ただし、特別の理由があるときは、この限りでない。  

3 第一項の公告は、全日の少なくとも二週間前までにしなければならない。   

（創立総会の議事）  

第五十六条 創立総会では、定款及び事業計画を議決し、理事及び監事を選挙し、その他   

設立に必要な事項を決定しなければならない。  

2 創立総会の議事は、組合員たる資格を有する者で、その会日までに発起人に対し、設   

立の同意を申し出たものの半数以上が出席し、その議決権の三分の二以上でこれを決す   

る。  

3 創立総会においてその延期又は続行の決議があった場合には、前条第一項の規定によ   

る公告をすることを要しない。  

4 創立総会の議事については、厚生労働省令で定めるところにより、議事録を作成しな   

ければならない。  

5 創立総会については、第十七条並びに第四十一条第二項及び第三項の規定を準用する。  

第五十六粂の二 創立総会の決議の不存在若しくは無効の確認又は取消しの訴えについて   

は、会社法第八百三十条、第八百三十一条、第八百三十四条（第十六号及び第十七号に   

係る部分に限る。）、第八百三十五条第一項、第八百三十六条第一項及び第三項、第八   

百三十七条、第八百三十八条並びに第八百四十六条の規定を準用する。この場合におい   

て、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

［準用条文］生協法   

（議決権及び選挙権）  

第十七条 組合員は、その出資口数の多少にかかわらず、各々一個の議決権及び選挙権を   

有する。ただし、連合会については、会員たる消費生活協同組合の組合員数に基づいて、   

定款で別段の定めをすることができる。  

2 組合員は、定款の定めるところにより、第三十七条の二第一項又は第二項の規定によ   

り、あらかじめ通知のあった事項につき書面又は代理人をもって、議決権又は選挙権を   

行うことができる。ただし、組合員又は組合員と同一の世帯に属する看でなければ代理   

人となることができない。  

3 組合員は、定款の定めるところにより、前項の規定による書面をもってする議決権又   

は選挙権の行使に代えて、議決権又は選挙権を電磁的方法（電子情報処理組織を使用す   

る方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって厚生労働省令で定めるものをい   

う。第二十六条第三項第三号を除き、以下同じ。）により行うことができる。  

4 前二項の規定により議決権又は選挙権を行う者は、これを出席者とみなす。  
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5 代理人は、十人以上の組合員を代理することができない。  

6 代理人は、代理権を証する書面を組合に提出しなければならない。この場合において、   

電磁的方法により議決権又は選挙権を行うことが定款で定められているときは、当該書   

面の提出に代えて、代理権を当該電磁的方法により証明することができる。   

（議決権の喪失）  

第四十条 組合と組合員との関係につき議決をなす場合には、その組合員は、諌決権を有   

しない。   

（総会の通常議決方法）  

第四十一条 （略）  

2 議長は、総会において、そのつど、これを選任する。  

3 議長は、組合員として総会の議決に加わる権利を有しない。  

［準用条文】会社法   

（株主総会等の決議の不存在又は無効の確認の訴え）  

第八百三十条 株主総会若しくは種類株主総会又は創立総会若しくは種類創立総会（以下   

この節及び第九百三十七条第一項第一号トにおいて「株主総会等」という。）の決議に   

ついては、決議が存在しないことの確認を、訴えをもって請求することができる。  

2 株主総会等の決議については、決議の内容が法令に違反することを理由として、決議   

が無効であることの確認を、訴えをもって請求することができる。   

（株主総会等の決議の取消しの訴え）  

第八百三十一条 次の各号に掲げる場合には、株主等（当該各号の株主総会等が創立総会   

又は種類創立総会である場合にあっては、株主等、設立時株主、設立時取締役又は設立   

時監査役）は、株主総会等の決議の日から三箇月以内に、訴えをもって当該決議の取消   

しを請求することができる。当該決議の取消しにより取締役、監査役又は清算人（当該   

決議が株主総会又は種類株主総会の決議である場合にあっては第三百四十六条第一項   

（第四百七十九条第四項において準用する場合を含む。）の規定により取締役、監査役   

又は清算人としての権利義務を有する者を含み、当該決議が創立総会又は種類創立総会   

の決議である場合にあっては設立時取締役又は設立時監査役を含む。）となる者も、同   

様とする。   

一 株主総会等の招集の手続又は決議の方法が法令若しくは定款に違反し、又は著しく  

不公正なとき。   

ニ 株主総会等の決議の内容が定款に違反するとき。   

三 株主総会等の決議について特別の利害関係を有する者が議決権を行使したことによ  

って、著しく不当な決議がされたとき。  

2 前項の訴えの提起があった場合において、株主総会等の招集の手続又は決議の方法が   
法令又は定款に違反するときであっても、裁判所は、その違反する事実が重大でなく、   

かつ、決議に影響を及ぼさないものであると認めるときは、同項の規定による請求を棄  
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却することができる。   

（被告）  

第八百三十四条 次の各号に掲げる訴え（以下この節において「会社の組織に関する訴え」   

と総称する。）については、当該各号に定める者を被告とする。   

十六 株主総会等の決議が存在しないこと又は株主総会等の決議の内容が法令に違反す  

ることを理由として当該決議が無効であることの確認の訴え 当該株式会社   

十七 株主総会等の決議の取消しの訴え 当該株式会社   

（訴えの管轄及び移送）  

第八百三十五条 会社の組織に関する訴えは、被告となる会社の本店の所在地を管轄する   

地方裁判所の管轄に専属する。   

（担保提供命令）  

第八百三十六条 会社の組織に関する訴えであって、株主又は設立時株主が提起すること   

ができるものについては、裁判所は、被告の申立てにより、当該会社の組織に関する訴   

えを提起した株主又は設立時株主に対し、相当の担保を立てるべきことを命ずることが   

できる。ただし、当該株主が取締役、監査役、執行役若しくは清算人であるとき、又は   

当該設立時株主が設立時取締役若しくは設立時監査役であるときは、この限りでない。  

2 （略）  

3 被告は、第一項（前項において準用する場合を含む。）の申立てをするには、原告の   

訴えの提起が悪意によるものであることを疎明しなければならない。   

（弁論等の必要的併合）  

第八百三十七条 同一の請求を目的とする会社の組織に関する訴えに係る訴訟が数個同時   

に係属するときは、その弁論及び裁判は、併合してしなければならない。   

（認容判決の効力が及ぶ者の範囲）  

第八百三十八条 会社の組織に関する訴えに係る請求を認容する確定判決は、第三者に対   

してもその効力を有する。   

（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）  

第八百四十六条 会社の組織に関する訴えを提起した原告が敗訴した場合において、原告   

に悪意又は重大な過失があったときは、原告は、被告に対し、連帯して損害を時償する   

責任を負う。   

（設立認可の申請）  

第五十七条 発起人は、創立総会終了の後遅滞なく、設立趣意書、定款、事業計画書、創   

立総会議事録の謄本及び役員名簿を行政庁に提出して、設立の認可を申請しなければな   

らない。  
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2 発起人は、行政庁の要求があるときは、組合の設立に関する報告書を提出しなければ   

ならない。   

（設立の認可）  

第五十八粂 行政庁は、前条第一項の申請があったときは、その組合が第二条第一項各号   

に掲げる要件を欠く場合、設立の手続又は定款若しくは事業計画の内容が法令又は法令   

に基づいてする行政庁の処分に違反する場合及びその組合が事業を行うに必要な経営的   

基礎を欠く等その事業の目的を達成することが著しく困難であると認められる場合を除   

いては、その設立を認可しなければならない。   

（認可の期間）  

第五十九条 第五十七条第一項の申請があったときは、行政庁は、申請書を受理した日か   

ら二月以内に、発起人に対し、認可又は不認可の通知を発しなければならない。  

2 行政庁が前項の期間内に同項の通知を発しなかったときは、その期間満了の日に、第   

五十七粂第一項の認可があったものとみなす。この場合には、発起人は、行政庁に対し、   

認可に関する証明書の交付を請求することができる。  

3 行政庁が設立認可の申請に閲し発起人に報告を求め、又は第三者に照会を発した場合   

には、前項の期間は、その報告又は回答のあった日から、これを起算する。この場合に   

おいて、第三者に照会を発したときは、行政庁は、第一項の期間内に、発起人に如しそ   

の旨の通知を発しなければならない。  

4 行政庁が不認可の決定をするときは、その理由を通知書に記載しなければならない。  

5 発起人が不認可の取消しを求める訴えを提起した場合において、裁判所がその取消し   

の判決をしたときは、その判決確定の日に第五十七粂第一項の申請書が受理されたもの   

とみなして、第一項から第三項までの規定を適用する。   

（認可の失効）  

第五十九条の二 第五十七条第一項の認可は、認可のあった日から六月以内に主たる事務   

所の所在地において設立の登記の申請がなされないときは、その効力を失う。  

（事務引継）  

第六十条 第五十七粂第一項の認可があったときは、発起人は遅滞なく、その事務を理事   

に引き継がなければならない。  

2 理事は、前項の規定による引継ぎを受けたときは、遅滞なく、組合員に出資の第一回   

の払込みをさせなければならない。  

3 現物出資者は、第一回の払込みの期日に出資の目的たる財産の全部を給付しなければ   

ならない。ただし、登記登録その他の権利の設定又は移転をもって第三者に対抗するた   

めの必要な行為は、組合成立の後にこれをすることを妨げない。   

（成立の時期）  

第六十一条 組合は、主たる事務所の所在地において、設立の登記をすることによって成  
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立する。   

（設立の無効の訴え）  

第六十一条の二 組合の設立の無効わ訴えについては、会社法第八百二十八条第一項（第   

一一号に係る部分に限る。）及び第二項（第剛号に係る部分に限る。）、第八百三十四条（第   

一一号に係る部分に限る。）、第八百三十五条第一項、第八百三十六条第一項及び第三項、   

第八百三十七条から第八百三十九条まで並びに第八百四十六条の規定を準用する。  

［準用条文］会社法   

（会社の組織に関する行為の無効の訴え）  

第八百二十八条 次の各号に掲げる行為の無効は、当該各号に定める期間に、訴えをもっ   

てのみ主張することができる。   

一 会社の設立 会社の成立の日から二年以内  

2 次の各号に掲げる行為の無効の訴えは、当該各号に定める者に限り、提起することが   

できる。   

－ 前項第一号に掲げる行為 設立する株式会社の株主等（株主、取締役又は清算人（監  

査役設置会社にあっては株主、取締役、監査役又は清算人、委員会設置会社にあって  

は株主、取締役、執行役又は清算人）をいう。以下この節において同じ。）又は設立  

する持分会社の社員等（社員又は清算人をいう。以下この項において同じ。）   

（被告）  

第八百三十四条 次の各号に掲げる訴え（以下この節において「会社の組織に関する訴え」   

と総称する。）については、当該各号に定める者を被告とする。   

一  会社の設立の無効の訴え 設立する会社   

（訴えの管轄及び移送）  

第八百三十五条 会社の組織に関する訴えは、被告となる会社の本店の所在地を管轄する   

地方裁判所の管轄に専属する。   

（担保提供命令）  

第八百三十六条 会社の組織に関する訴えであって、株主又は設立時株主が提起すること   

ができるものについては、裁判所は、被告の申立てにより、当該会社の組織に関する訴   

えを提起した株主又は設立時株主に対し、相当の担保を立てるべきことを命ずることが   

できる。ただし、当該株主が取締役、監査役、執行役若しくは清算人であるとき、又は   

当該設立時株主が設立時取締役若しくは設立時監査役であるときは、この限りでない。  

2 （略）  

3 被告は、第一項（前項において準用する場合を含む。）の申立てをするには、原告の   

訴えの提起が悪意によるものであることを疎明しなければならない。  

（弁論等の必要的併合）  
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第八百三十七条 同一の請求を目的とする会社の組織に関する訴えに係る訴訟が数個同時   

に係属するときは、その弁論及び裁判は、併合してしなければならない。   

（認容判決の効力が及ぶ者の範囲）  

第八百三十八条 会社の組織に関する訴えに係る請求を認容する確定判決は、第三者に対   

してもその効力を有する。   

（無効又は取消しの判決の効力）  

第八百三十九条 会社の組織に関する訴え（第八百三十四条第一号から第十二号まで、第   

十八号及び第十九号に掲げる訴えに限る。）に係る請求を認容する判決が確定したとき   

は、当該判決において無効とされ、又は取り消された行為（当該行為によって会社が設   

立された場合にあっては当該設立を含み、当該行為に際して株式又は新株予約権が交付   

された場合にあっては当該株式又は新株予約権を含む。）は、将来に向かってその効力   

を失う。   

（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）  

第八百四十六条 会社の組鰍こ関する訴えを提起した原告が敗訴した場合において、原告   

に悪意又は重大な過失があったときは、原告は、被告に対し、連帯して損害を賠償する   

責任を負う。  

第六章 解散及び清算   

（解散の事由）  

第六十二条 組合は、次の事由によって解散する。   

一 総会の議決   

二 定款に定めた存立時期の満了又は解散事由の発生   

三 目的たる事業の成功の不能   

四 組合の合併   

五 組合についての破産手続開始の決定   

六 第九十五条第三項の規定による解散の命令  

2 前項第一号又は第三号に掲げる事由による解散は、行政庁の認可を受けなければ、そ   

の効力を生じない。  

3 前項の場合には、共済事業又は貸付事業を行う組合にあっては第五十七粂第二項及び   

第五十八条の規定を、その他の組合にあっては第五十七条第二項、第五十八条及び第五   

十九条の規定を準用する。   

（解散組合の継続）  

第六十三条 存立時期の満了によって解散した場合には、組合員の三分の二以上の同意を   

得て組合を継続することができる。ただし、存立時期満了の日より一月以内に認可を申  
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請しなければならない。  

2 前項の継続に同意しない組合員は、組合継続の時において脱退したものとみなす。  

3 第一項の場合には、第五十八条及び第五十九条の規定を準用する。   

（組合員の減少による解散）  

第六十四条 第六十二条第一項の事由によるほか、消費生活協同組合は、組合員（第十四   

条第二項から第四項までの規定による組合員を除く。）が二十人未満になったことによ   

って、連合会は、会員が一人になったこと又は第十四条第五項第二号の規定による会員   

のみになったことによって解散する。  

2 組合は、前項の規定により解散したときは、遅滞なくその旨を行政庁に届け出なけれ   

ばならない。   

（合併契約）  

第六十五条 組合は、他の組合と合併をすることができる。この場合においては、合併を   

する組合は、合併契約を締結しなければならない。   

（吸収合併）  

第六十六条 組合が吸収合併（組合が他の組合とする合併であって、合併により消滅する   

組合の権利義務の全部を合併後存続する組合に承継させるものをいう。以下この章及び   

次章において同じ。）をする場合には、吸収合併契約において、 次に掲げる事項を定め   

なければならない。  

・－ 吸収合併後存続する組合（以下この章及び次章において「吸収合併存続組合」とい  

う。）及び吸収合併により消滅する組合（以下この章及び次章において「吸収合併消  

滅組合」という。）の名称及び住所   

二 吸収合併存続組合の地域又は職域黎び出資一口の金額   

三 吸収合併消滅組合の組合員に対する出資の割当てに関する事項   

四 吸収合併消滅組合の組合員に対して支払をする金額を定めたときは、その定め   

五 吸収合併がその効力を生ずべき日（以下この章において「効力発生日」という。）   

六 その他厚生労働省令で定める事項   

（新設合併）  

第六十七条 二以上の組合が新設合併（二以上の組合がする合併であって、合併により消   

滅する組合の権利義務の全部を合併により設立する組合に承継させるものをいう。以下   

この章及び次章において同じ。）をする場合には、新設合併契約において、次に掲げる   

事項を定めなければならない。   

一 新設合併により消滅する組合（以下この章及び次章において「新設合併消滅組合」  

という。）の名称及び住所   

二 新設合併により設立する組合（以下この葦及び次章において「新設合併設立組合」  

という。）の事業、名称、地域又は職域、主たる事務所の所在地及び出資一口の金額   

三 新設合併消滅組合の組合員に対する出資の割当てに関する事項  
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